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ベ トナム北部農村における社会変容と女性労働

- バックニン省チャンリエ ット村の事例から-

岩 井 美佐紀*

RuralTransformationandWomen'sLabourinNorthVietnam:

TheCaseofTrangLi台tVillage,B孟cNinhProvince

MisakiIWAI*

Thisstudyfocusesonthetransformationoftherelationshipbetweentheagriculturalcooperative

(ho･p tAcxaBanxua'tnbngnghleP)andpeasantfamilyhouseholds(hQgiadinh)inthelast40

years. ParticularattentionlSgiventothewornenlslabotlrCol-erlngbothsocialistcollectivized

agricultureandeconomicliberalization(i)6iM6･i)intheperiod1958-1998.

PreviousstudieshaveregardedVietnameseeoopeartivessimplyaseconomicorganizati()ns

andhavefailedtograspotherimportantaspectsofeooperati＼･essuchastheirsocialfunction.

Thisstudylooksatthesocializationofwomen'sdomesticworkthroughtheprovisionofereehes

(nhatre)andrevealsthatthesocialfunctionofthecooperatiヽ,essupportedthesoclO-economic

livesoffamilyhouseholdsinthevillage. Itisalsonotedthattheperiodofdevelopmentof

cooperativesoverlappedwiththeperiodoftheVLetnamWar,1960-1975.

Themainfindingreportedhereisthattheintroductionofthesubcontractings),stemin1980

broughtaboutmajorsocio-economicchangeinTrangLietVlllagebyreleasingwomenfromgroup

w()rksinsidethecooperative. Wc･menbegantocollectandsellrecycledgoodsinareasaround

thevillagetoearnmoney,sopeasanthouseholdsdidnotdependonincomedeterminedbvwork-

pointsofthecooperatlVe.andthecooperativecrechealsometgreZltdifficultleSbecauseltCOuld

notCopewithwomenls(kmElndsregardingworklngtlme.incomeandsoon. Resolution10of

1988meantthatthePartyandStateconfirmedthefamilyfarming system andabolishedthe

collectivizedagriculturalproductionsystem

は じ め に

今日のベ トナム農村,特に北部農村における ｢集団｣経営から ｢家族世帯｣経営への生産シ

ステムの変化は,農村社会全体の急速な変容を招き,農民の社会経済生活を変化させた点で,

極めて重要である｡ と同時に,生産システムの変化は1950年代後半から農村に形成された ｢農

業生産合作社｣(以下,合作社)の経済機能を著 しく低下させ,農村における合作社のプレゼ

ンスを大幅に縮小させた｡ ドイモイ後,合作社は新 しく農業サービス機関として再生 したが,
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90年代に入って合作社が事実上解体 した地域も多い [t)aoThe'Tua'n1995:ll-12]｡北部農村

において生産システムは何故変化 したのであろうか｡

従来の研究では,この点について政策レベルで論 じられることが多く,一般的に1988年の｢10

号決議｣と呼ばれる農業生産 ･経営システム改革1)がその転換点として捉えられてきた [村

野 1989:24132;KerkvlietandPorter1995:26-27]｡ しかし,筆者の行った農村調査では実

態 レベルの集団的生産システムの解体は ｢10号決議｣以前からすでに進行 してお り,同決議は

国家 ･党が実態を ｢承認｣ したにすぎないように思われる｡ この政策と実態のズレが生 じた変

容過程を解明しなければ,約40年の間に生 じてきた農村の社会経済的変化の内実を明らかにす

ることは不可能であろう｡

本論考の目的は,合作社の経済的機能である生産システムと社会的機能2)である託児所運

営に焦点を当て,その変容過程に女性労働がどのように関わってきたのかを,ある一つの村の

事例を取 り上げ,具体的に論述することである｡ 換言すれば,合作社経営システムの中で女性

労働がどのように位置づいていたのか,それに対 し女性たちはどのように対応 したのか,また,

それによって合作社の農村における社会経済的役割がどのように変化 したのかを明らかにする

ことを通 して農村の社会変容を考察 しようとするものである｡ 女性労働と合作社の関係を通 し

て農村社会変容を論 じる理由は,生産システムの変化が女性労働のあり方の上に最も顕著にあ

らわれているだけでなく,合作社の社会的機能,中でも託児所運営が合作社の生産システムに

女性労働を動員する上で不可欠であったからである｡つまり,託児所は女性労働が合作社とつ

ながっている限りにおいて集団的生産システムを支える重要な要因なのである｡

これまで集団農業時代の女性労働について言及された研究は,特にベ トナム戦争期において

女性労働力の比率が 7割以上を占めたことから農村の生産労働が主に女性に支えられていたこ

と [NguyさnThiChau1965:18;吉沢 1987:227-234]や ｢3担当運動｣3)に見られるように

女性の社会的地位が大きく向上 したこと [LeThiNhamTuyet1978]などの政策的意義に焦

点が向いていた｡ また,当時の合作社内の労働形態が伝統的な男女分業を踏襲 していた り

[white1988],家族内労働 において も女性が主力であったことが指摘 されている [三尾

1972:14-17;HoutartandLemercinier1984]が,実態について明確に述べられたものはない｡

1)正式には,｢農業経済の管理刷新に関する政治局決議｣(ベトナム共産党政治局第10号決議,以下10
号決議)という政策の施行による｡この10号決議には,農民に土地専有権を15-20年ほどの長期安
定的に交付することが盛り込まれている｡

2)一般的に,ベトナム紅河デルタ地域の合作社では,公益事業として託児所運営の他に,幼椎園,諺
療所や図書館などの教育･医療施設を運営していた｡しかし,これらの公益事業も,合作社の解体
とともに消滅したり,行政村などの地方行政組織に移管されるケースが増加している｡特に,診療
所と幼稚園について,ほとんどの農村では行政村が管理し,スタッフ-の給料を支給している｡
3) ｢3つの担当｣とは,国防,社会,家庭という3つの領域における活動を指し,これらの中で女性
が主力となって社会主義建設を支えるとされた｡この女性運動は,特に全面戟争体制に入り,大き

な盛り上がりを見せた [Heilienhiepphりnd･Trungu,0,ng1968a]0
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一方,近年の農村社会の女性労働に関する研究 [vOManhL?･i1991:152-153;TramThiVan

AnhandLeNgocChung1997:96-97;岩井 1995:274-276]は,主に ドイモイ以降の市場経済

化に対応する家族世帯内の変化を扱っているが,それが村落社会の変容にどのようにかかわっ

ているのか,またそのような現状がどのような歴史的過程の中で生起 してきたのかといった視

点をもった研究はなかったといえる｡

本論考では,｢集団化｣の成立から解体までの時代を集団経営時代 (1958-80年),家族請負

時代 (1980-88年),家族自主経営時代 (1988年以降)の 3つの時期に区分する｡これまで,

時期区分について ｢集団化｣時代と ｢家族世帯｣経 削̀寺代の2つの時期に区分するのが一般的

だが [LeCao{)oan1991:33134],｢集団化｣の解釈をめぐって区分時期が異なる｡ 一つは,

｢10号決議｣(1988年)で区切る議論であり,もう-一つは ｢生産物請負削｣(1981年)で区切る

議論であるO前者は家族請負時代をシステム内の手直 しと捉え [Nguyさn‖uy1983:22123;

LeHLl),Phan1984:44-45],変化の契機を集団的生産システムの廃山 二みるが,後者はこの時

代を ｢ドイモイ｣の初歩的段階として捉え [chL'1,VanLam 1992:50-65;白石 1996:1471150],

変化の契機を ｢家族世帯｣経営の始動にみる｡つまり,家族請負時代をどう捉えるかによって

｢集団化｣解釈上の相違が生まれるのである｡筆者の現地調査による実感では,家族請負時代

は合作社の集団的生産システムが存続する中で,農村の社会構造が大きく変容 した極めで重要

な時期であったと考える｡それ故,本論考では従来の2つの時期区分に依らず,家族請負時代

を他の時期から独立させ,その前後の時期と対比させながら論じることにする｡

ここで取 り上げるのは,ベ トナムの首都ハノイから北東-17キロ離れた国道一号線沿 いの都

市近郊農村,バ ックニン省ティエンソン県 ドンクアン社チャン1)エ ット村である｡hr昭寸は,1998

年現在人口3.118人,735世帯を擁 し,約108ヘクタールの土地で主に飯米用の稲作 (年間 2期)

を行っている｡同村は長い間,隣村とともにチャンハ合作社を形成 していたが,1994年以降チャ

ンリエット合作社となった｡}11かつて地場産業であった廃品回収業が80年代半ばから本格的に

復活 し,一年の人半を廃品回収業に従事 し生計を立てる兼業農家が圧倒的に多い｡特に廃.lrluサ

ンダルの回収作業では女性が主力となっている｡チャンリエ ット村の事例を取 り上げる理由は,

合作社から解放された女性たちの労働形態の変化が生産システムを変化させ,農村における合

作社のプレゼンスを人幅に縮小させた経緯が鮮明に見て取れると考えるからである｡

以下の本論において,第 Ⅰ章では,合作社が農村経済の大半を握っていた集団経営時代の生

産システムの下で,女性労働がどのように位帯づいていたのか,そして託児所運営がどのよう

な経緯で開始 したのかを述べる｡第 II章では,家族請負経営時代に合作社における女性労働

の位置づけが変化したことに対 し女性たちがどのように対応したのか,そしてそれが託児所運

4)チャンリエット村は,1965年から1994年まで隣村ビンハと共にチャンハ合作社を形成していた｡ビ
ンハ相はチャン1)エット村の5分のlほどの人口で,合作社内では 一つの生産隊として位tLF]lIづいて
いた｡合作社と村落の結合形態の詳細については,別稿で論じたい〔､
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官の破綻にどう関連 したのかを述べる｡最後に,第 ⅠⅠⅠ章では家族自主経営時代の女性の農外

就労-の本格的参加に伴い,農村における経済構造がどのように変化 し,託児所の解体後にど

のような動きが現れたのかについて述べる｡

Ⅰ 集団農業経営時代 (1958-80年)

ト1 集団的生産システムの成立とその運用

まず初めに,集団農業経営時代における生産システムについて考えてみたい｡北部ベ トナム

では1954-57年の土地改革以降,農村の社会主義改造が行われる｡ チャンリエ ット村でも1956

年に土地改革が行われ,農民はその世帯人数に応 じて土地を分配された｡翌年には互助組と呼

ばれる労働交換システムが成立 し,1958年から村内に2つの農業生産合作社が建設された｡そ

の後,1965年にはチャンリエ ット村の2つの合作社は隣村の 1つの合作社とともにチャンハ合

作社を形成 した｡

合作社制度の中心は土地の共有化,農業経営の集団化である｡ チャンハ合作社は,それまで

の私有地の他,族田や公田と呼ばれる村落共有田を集積 し, 5%地と呼ばれる ｢自留地｣以外

全ての土地を集団所有に切 り替えた｡5) 図 1に見られるように,合作社は,ソムという地縁組

チャンハ合作社

生産隊 (ソム)

生産費
労働点数 3請負制
生産量

仕事請負制労働点数

-生産･分配組織

収穫物 (粗､雑穀)

･-生産単位

社員戸 (家族世帯)

個人労働 家族労働
夫･妻 子ども･老人含む

‥･消費単位

図1 集団経営時代のチャンハ合作社系統図

注 :チャンリエット村に属する生産隊は,ダー,タイ･フォン,ゲ-,ズン,ボン

の5つのソム (地縁組織)毎に分けられている｡さらに,生産隊は,数十の社
員戸で構成されている｡

5)チャンリエット村は,10氏族によって14世紀に立村したとされる｡村の古参幹部の話によると,そ

の族田は村落共有田と合わせて独立前には100マウ (3.6ヘクタール)あった｡この面積は,全耕地
の3分の1を占める｡族田の最も多いのがV由C6ng族で,20マウ,Ng6Hq,u族が7マウ,その他の
族田が若干数ある｡
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織に対応 した各生産隊に生産費,生産量,労働点数を各生産隊に請け負わせた (3請負制)｡6)

生産隊の土地は,当初隊内の ｢社員戸｣ と呼ばれる ｢家族世帯｣が土地改革の際分配されたも

のを引き継いだため,合作社内の広範囲に分散 していたが,その後1960年代後半の大規模な区

画整理の際,それぞれ数カ所に集積されたため,一筆の耕作地の面積が大きくなり,農業生産

が効率的になった｡

各生産隊は数十の ｢社員戸｣で構成されたが,その労働形態は ｢仕事請負制｣と呼ばれるも

ので,コンデイエムと呼ばれる労働点数で評価された｡7) ｢仕事請負制｣は協同労働であった

ため,個々の農民に作業時間の自由裁量などは許されず,単純に作業時間内の労働力の提供で

あった｡個々の農民は,毎朝 7時に生産隊長が叩 く鐘の音を合図に,一斉に耕地に出て農作業

を開始 し,夕刻 5時に作業を終える｡8' この一 日の労働量がガイコン (労働 日)と呼ばれ,作

業の労働単位となる｡ チャンハ合作社では,年間250日前後が労働 日とされていたことから,

｢社員戸｣の実質労働時間の大半が合作社内での作業に当てられていたことがわかる｡

一方,合作社の協同労働以外に,家族単位の労働報酬があった｡それは,合作社が集団所有

の豚や水牛を各世帯に委託 して飼養させる剛度である｡ 合作杜の貴重な共有財産である水牛は

各生産隊に約10頭ほど配置されていた｡水牛飼育は,管理係と飼料提供係とに分かれ, 1頭に

つき,それぞれ 1期当たり30-40コンが合作社から支給 された｡また,各世帯は養豚を義務化

され,飼育後全て合作社に納め,その堆肥も労働点数に数量化された｡このように世帯単位の

役畜管理 も労働点数で報酬が支払われた｡

｢家族世帯｣は年間二期作の各期末にまとめて個々の農民や世帯単位で得た労働点数に応 じ

て,現物 (級)と現金で報酬を支払われた [NguyenXuanLai1977:128]｡ チャンハ合作社で

は,農業生産の他に輸出.向けの手1二葉製品なども生産しており,収支は全体の現金単位の決算

と食糧のみの粗呈単位の 2種類の決算が出されているが,合作社収入の約85%が農業収入であ

ることから,チャンハ合作社の農民は毎期の 1コン当たりの粗量に関心が高 く,自身の世帯収

入を粗糧で把握 していた｡このように ｢家族世帯｣収入は労働点数に応じて分配されるわけだ

が,全額を粗で入手できるわけではない｡｢標準口糧｣rntllCanと呼ばれる食糧保障額が毎期

6) ｢3請負制｣といってもその実態は,作物の作付けや農歴などに関して生産隊の自由な裁量が認め
られた訳ではないO生産隊には合作社の決定事項を忠実に実行することを求められ,労務管理とノ
ルマ生産量の達成がその主な任務であった｡

7)チャンハ合作社では,成立当初の1960年には ｢辛労点数評価｣と呼ばれる評価基準を採用していたo

この評価方法は客観的な評価が難しく,極めて煩雑で時間がかかったため,1()63年には ｢ノルマに
よる労働点数｣すなわち ｢ノルマ評定｣と呼ばれる評価方法に変更された｡これにより,各作業に
はそれぞれ 一定の労働点数,すなわちコンが,成年であれば性別,年齢にかかわりなく定められた(つ

されていた｡
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算定され,これに基づいて粗の分配量が決定される｡9)標準口糧は毎期の作柄によって異なる

が,｢主労働｣者 と呼ばれる主な働 き手については性別にかかわりなく1カ月一人粗15-20キロ,

｢補助労働｣者 と呼ばれる老人 ･学齢児童などの扶養家族は一人粗 7-13キロが支給 され

る｡10) その期の合計労働点数に応 じて獲得 した規程が世帯の総口糧分を超過 した場合,その

余剰分は合作社に強制的に売却 しなければならず,不足 した場合は公定価格で合作社から購入

することができる｡11) このように標準口糧は ｢家族世帯｣間の収入格差 を縮小 させる合作社

の食糧分配システムとして機能 した｡

ところが,ベ トナム戦争が終わ り多 くの壮年男性が復員 して くると,こうした制度は矛盾を

露呈することになった｡チャンハ合作社では1972年から75年の間に229人もの復員者を迎えて

いる｡ 壮健な成年男性であっても年配の女性であっても同一標準口糧 しか支給 されなかったた

め,壮年男性の不満は極めて強かった｡彼 らの生産意欲を向上させるために,1978-80年の ｢ド

ンクアン全社 レベル合作社｣12) 時代には制度の手直 しが行われた｡全ての ｢主労働｣者は以

下のようにノルマ別に3つのランクに規定された｡｢主労働｣者が一期当た り200コン以上の労

働点数を稼いだ者は Aランク (1カ月17キロ) とされ,一期当た り150コン以上200コン未満

の者は Bランク (同13キロ),120コン以上150コン未満の者はCランク (同11-12キロ)と格

付けされ,それぞれ異なる標準口糧が ｢主労働｣者のみならず ｢補助労働｣者についても適用

された｡このような制度の手直 しにより最 も利益 を得たのは,30歳代の壮健な成年男性 とその

家族であ り,最 も不利益を被ったのはCランクに格付けされた ｢主労働｣者 とその家族であっ

た｡つまり,この時期は標準口糧の意味が希薄化 し,合作社の食糧平準化機能が低下 したとい

えよう｡

9)当時の合作杜幹部によると,世;G'';収入は労働点数分を現金化したもので表され,そこから｢標準口糧｣
分の粗を合作社から公定価格で購入し,残額を現金で受け取るしくみになっていた｡しかし,農民

のインタビューによると,彼らは労働点数に応じた収入を粗糧で算出している｡つまり,彼らにとっ

て合作社からの収入は,粗程を基準に考えられており,合作社と農民の意識の違いが表れている｡
本論考では,農民側の算定基準に従い,合作社からの収入を楓糧で表すことにする｡

10)主労働は,男性18-60歳,女性18-55歳の労働年齢に達する成人を指し,補助労働は18歳未満の青
少年と61歳以上の老齢者を指す｡例えば,労働年齢に達する夫婦2人に末成年の子ども2人の場合,
主労働2人で補助労働2人というように数える｡

ll)合作社が標準口糧に従って粗の調整をする場合,その優遇価格は合作社規定価格の他に,戦争遺族
や夫が出征 ･単身赴任している家族-の販売価格の2通りがあった｡当時市場価格は公定価格の2.5
倍ほどであった0

12) ｢全社レベル合作社｣とは,ドンクアン杜 (行政村)内の2つの合作社を単一の合作社に統合し,
管理するというもので,この時期党中央が押し進めた合作社の大規模化政策に沿う形で進められた｡

これは1万人規模の行政村の行政組織と経済組織が合体した,全く新しいタイプの合作社で,中国
の人民公社に極めて近い経営体が形成されたのである｡ベトナムの地方行政組織は,省,県,杜と

いう3つのレベルからなり,それぞれに人民委員会 (行政組織)と人民評議会 (議会)が置かれて
いる｡この全社合作社は国家の行政機構の末端組織であると同時に,地縁組織を基礎とした小規模
な生産隊レベルから立ち上がってきた合作社との接点であった｡ ドンクアン社合作杜の主任は,当

時の人民委員会主席が兼務した｡この時期,ドンクアン社合作社は,通常の管理委員会と監査委員

会の他に,新しくノルマ委員会を発足させ,報酬分配システムを変更した｡
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Ⅰ-2 集団的生産システムの中の女性労働

これまで見たように,｢主労働｣で同量の労働点数が稼げれば,性別に関係なく同等の報酬

が得られる生産システムとなっていたが,現実には男女の労働点数には大きな差が生まれる｡

表 1に見られるように,労働点数は労働種類によって大きく異なる｡たとえば男性の労働とみ

なされる耕起 ･整地は一日5コンだが,女性の労働とみなされる移植は一日1.5コン,また女

性が大きな役割を占める収穫は一 日2.5コンである｡さらに女性の労働 とみなされる畦作 りや

人力港概,その他の細かい作業は一日0.2-0.3コンにすぎない｡つまり,性別分業という伝統

的な労働慣行が合作杜レベルで存続 し,各作業の労働点数評価の格差を通じて,労働報酬の性

別格差をもたらしていたのである｡

このように,協同労働においても従来の性別分業が維持されたが,従来と異なる点は,世帯

内の ｢補助的｣作業にも労働点数が与えられ,女性労働が有償化されたことである｡その結

莱,女性は男性とあまりかわらない労働点数を獲得するものの,そのかわり,｢技術｣のいら

ない ｢単純｣労働に長時間従事 しなければならなかった｡,具体的な女性の就労時間はわからな

いが,この時期女性が男性と同等かそれ以上の労働点数を稼いでいたことを考えると,男性の

2-3倍の労働時間を費やしていたことになる｡

この時期女性が男性と同等の労働点数を稼 ぐことが可能であったのは,前述 したようにベ ト

ナム戟争の影響による｡ 特に,1960年代後半から1975年までの期間に大量の壮年男性が村を離

れ,合作杜労働力の大半を女性達が担ったことが大きい｡表 2はこの時期を含めた出征者数と

戦死者数を示 している｡ ベ トナム戦争中,村では出征者の 3分の 1が戦死するなど,他の戦争

と比べて高い数値を示 している｡

夫が出征や遠隔地への赴任で不在の ｢家族世帯｣の最も効果的な自衛策は,夫の両親や親族

と同居するなど,｢主労働｣者を多く確保 し労働点数を稼 ぐことであるが,母親一人の ｢主労

表 1 集団農業時代 (1958-80年)の労働点数の基準

単位 :サオ当たりの点数

男性 女性

耕起 50点 移植 15点

施肥 3点

苗代作 り 20点

殺虫剤散布 1点

除草 8点

収穫 25点

畦作り 2点

人力潅漑 3点

注 :1サオは360平方メートル｡

男女による作業は,性別区別がないため,どちらが従事しても良いが,
ほとんどは女性労働による｡

10点は1コンに換算される0 1コン当たりの価値は毎期異なるが,大

抵約1.2-1.9kgの間で推移する｡

実際の作業の評価は,土地の地質や距離などによって労働時間が異な

るため,労働点数もそれに応じて多少異なるO
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表 211 戟時期別のチャン7)エ ット村の入隊者数

独立 ･抗仏戦争 抗米戟争 カンボジア ･中越戦争

ダー 3 22

タイ ･フォ ン 7 15

ゲ- 3 26

ボン 8 18

ズン 0 34

合計 21 115

18

8

12

19

25

出所 :チャンリエ ット村資料館に保管されている年表図から作成｡

表 2 -2 戟 時期 別のチャンリエ ット村の戦争 殉 死者

独立 ･抗仏戦争 抗米 戦争 カン ボ ジア･中越戦争
ダ ー

タ イ ･フォン

ケデー

ボ ン

ズ ン

l

1

2

2

0

1

0

2

0

合 計 6 35 3

出 所 :チャンリ エ ッ ト村 資料 館に保管されて いる年表図から 筆者が作成 ｡

表 3 合作社内の ｢家族世帯｣収入の事例 (1972年冬春米期)

世帯主名 労働点数 Aに基づ く報酬 標準口糧 合作社への売却分 現金収入(ドン)

A B C B-C D

トゥ 165 325.05 276 49.05 22

注 :Aの単位はコン,Dの単位は ドン (現金),その他の単位株糧 kgである｡

この期の 1コン当たりの価値は1.97キロであった｡

トゥの夫は,1963年から86年まで出征 した職業軍人である｡世帯の標準口糧は,｢主労働｣者であ

る トゥが 1カ月20キロ,幼少の子ども2人で 1カ月26キロである｡

｢家族世帯｣が合作社に売却する際の価格は, 1キロ当たり0.45ドンである｡

働｣で数人の乳幼児を扶養しなければならない世帯も多かった｡このような世帯は家族を養う

のに十分な労働点数を稼げないため,｢標準口糧｣不足分を合作社から公定価格で購入したり,

もぐりで商売にでて現金を稼ぎ,期末に労働点数を合作社から買って標準口糧を満たすかで

あった｡表3は,1972年のある ｢家族世帯｣の合作社からの収入を表したものである｡ この世

帯は若い母親と2人の子どもから成るが,彼女の労働報酬 (食糧)は世帯の標準口糧を満たし

ているため,差額分を合作社に公定価格で売却している｡現金分の収入は,託児所での副食代

に充てられる｡

このように,集団経営システムの中で家族を養う女性の労働力は必須であり,チャンハ合作

社も女性労働力を重視せざるをえなかった｡これは女性の社会進出として現れる｡1963年には
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チャンハ合作社で初の女性副主任が選出されている｡13)1968年には初の女性主任が生まれて

いる｡ その他,60年代の後半から70年代半ばにかけて,少なくとも3人の女性が会計長,出納

係についている｡また行政部門では,行政村であるドンクアン社の共産党委員会メンバーに就

任 した女性 も数人いる｡ さきほどの初代女性副主任は,その後20年間にわたり党の要職に就い

ている｡14)もちろん,ベ トナム戦争期に大多数の女性労働に支えられた合作社経営の中で,

女性幹部の積極的な登用が進んだことは当然のことではあるが,こうした女性の社会進出は極

めて特殊な環境の中で実現 したといえる｡

ト3 託児所の設立と運動の発展

チャンハ合作社は,この時代に託児所,診療所など女性保護の施設,機関を設立 している｡

託児所は本来,合作社の設備にはなかったが,前出の女性副主任の主張により,1963年に設立

されたものである｡ これには ｢子供は家庭で育てるもの｣という伝統的な家族観からの反対が

相当強 く,設立当初はほとんどの世帯が子どもを預けなかった｡といっても,伝統的に商売で

現金収入を得てきた農家では,乳母や子守を各自が雇い,自分は商売に出るという女性 も多かっ

た｡彼女たちの反発は,｢集団｣で子どもを世話することに対する危倶から出ていた｡

しかし,合作社幹部や党員の世帯が率先 して託児し,その効果を示 した結果, 1年以内に社

員世帯全体に普及 した｡15)合作社制度における女性の社会的活性化の象徴 といえるだろう｡

年表にみられるように,合作杜の託児所は個人宅で数人の幼児の面倒を見るというきわめて小

規模なもので,その後次第に全村的で,組織的な独自の機構と建物をもつまで成長 していった｡

ここでは託児所の発展を詳 しくみることによって,女性労働の社会化の過程を明らかにしたい｡

1963年段階の託児所は,いくつかの民家を借 りて,50歳前後の年配の女性が-人当たり5人

の生後 3カ月から3歳までの幼児の面倒をみ,合作社は一日あたり0.8コン, 1期あたり100コ

ン,つまり年に250キロ前後の粗を彼女に支給 した｡この額は,一人当たりの標準口糧には十

分であったが,家族を養うとなると不足する｡ 当時このような,いわば合作社の私的で小規模

な施設は,1976年県によりモデル託児所としての認定を受け,ユニセフの援助を受けるように

13)実際,この女性の母親は土地改革の際地主として判定され,土地とともに家屋も没収された｡当時,
彼女は共産党員で,夫と共に革命活動に参加していたため,不在であった｡兄も革命運動家として

抗仏戦争に従軍し,戟死した｡当時,チャンリエット村では,このように革命運動に参加したものは,

地主･中農などのクラスが多かった｡彼女は1963年に村に帰ると,他地域での革命運動の功績を買
われてチャンリエット合作社の副主任に選出されたのである｡

14)このように女性の社会進出が顕著となった傾向は全国的なものである｡ハバック省(現在のバックニ

ン省を含む)でみても,女性が生産面でも行政面でも管理職として大きく進出した時代でもある｡例

えば1967-68年には,ハバック省内の2郡市14県中,2人の県主席 (Que'vE',YenPhone)を出し

ており,副主席クラスでは16名,行政村レベルになると74人 (全数316)もの主席が誕生している｡
15)当初は,農繁期に8割,農閑期に6割の幼児が託児所に預けられた(〕その後,年間を通じて託児所
に預けることが日常化した｡
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チャンリエツト村託児所略年表

1958年 互助組が組織されると同時に,各ソム毎に託児チームが結成され,村全体で5チームを数え

る｡当時は民家が託児所となり,年配の女性が面倒をみる｡

労働点数は一日8点｡-人当たり6人の幼児を担当｡親は一期当たり6キロの楓を負担する｡

台帳に記入され,期末に世帯の収入から天引きされる｡

1963年 初代婦人会長の提唱により,村で統一的に託児運動が展開される｡合作社はインフラ整備の

資金がなく,民家を借 りて託児活動をしていた (ソムダー)｡

人々の認知はまだ低く,合作社や党の幹部の子弟が最初に預けられた｡

まだ数は少ない｡一つの託児所で保母2-3人が,10-12人の幼児の育児にあたる｡保母の

報酬は合作社から支給され,その額は一期 (6カ月)当たり80コン｡

1965年 ソムタイ,ソムズン,ソムゲ一,ソムボンにも複数の託児所ができ,運動が拡大する｡合作

社はインフラ整備に投資し,託児専用の建物 (ソムゲ-)ができる｡休日なし｡託児時間は,

午前 7時から午後4時まで｡保母の仕事の内容は沫浴,衣類の洗濯,昼食 (母親が持参)の

世話など｡母親が米を持ってきたときは,保母が重湯 ･粥を作る｡

1966年 託児所で給食を開始する｡昼食のみ｡それぞれの託児所が各自で給食を作る｡3-12カ月は

重湯,13-36カ月は粥で,肉,味の素が含まれる｡

給食用の米は合作社の公益基金から拠出 (重湯 :米 1キロ/月,粥 :米2キロ/月)｡肉は

合作社から公定価格で購入,幼児-人当たり3ドン (現在約5,000ドン)を自己負担O親は

毎月託児所に納める｡

1970年 保母が徐々に交替する (完全に交替するのは76年)｡年配の女性を解雇し,中年以下の女性

を雇う｡｢読み書きそろばん｣の教養テス トを行う｡当時は小卒の女性が大半だったので,
中学レベルの教育内容を教える補習クラスが開設され,保母の教育レベル向上を図った｡

保母の報酬は,一期当たり100コン｡

1976年 ソムズンに合作社の投資によりモデル託児所が建設される｡子ども総数100人｡モデル託児

所は寝室,診察室,遊戯室,納屋で構成される｡母屋の裏に給食室が建設され,-カ所で集

中的に作られる｡

ユニセフから蚊帳,毛布,玩具などの寄贈がある｡合作社はベッド,調理器具,食器を提供

する｡県から定期的に医者が検診に来る｡

モデル託児所では年長組 (18カ月-3歳未満)が2クラスに分けられる｡年少組 (3カ月～

18カ月未満)は以前からの建物で養育される｡2クラスで,各クラス16人ずつ｡給食も鍋ご

と給食室から運搬され,提供される｡給食は一日2回,午前10時頃と午後3時の食事を作る

(家ではおやつ程度)｡

給食の内容充実o献立表が作成されるO給食作りの講習が県で開かれ,村からも1人LTJる｡

託児所には専門の主任,出納 ･倉庫係,栄養係が選出され,一月に一度会合を持つO保母の

人数は15人,その他スタッフを入れて常時18人が託児所に勤務｡

1981年 保母が半期 (6カ月)ごとに頻繁に交替する｡主な理由は,働き盛りの女性にとって他の商

売に出る方が儲けが多いこと｡当時の保母の報酬は労働点数で90コン,楓120キロ/期であっ

た｡常に7人の保母を確保 し,交代で5人の保母が育児に当たった｡

1983年 給食が廃止される｡託児所の開所時間午前 7-11時,午後12-5時｡昼は親が子どもを迎え

に行く｡沫浴をさせるが,衣類の洗濯はしない｡

1985年 民間の託児所が登場し始める｡

1989年 合作社経営の託児所が解体する｡その後の幼児の養育は,民間の託児所が引き継ぐ｡当時の

民間の託児代は一月18,000ドン,日割りで600ドン｡

硯在の託児代は,18カ月までは一月10万 ドン,18カ月-3歳末浦は8万 ドン｡いずれも食事

代は含まれない｡母親の労働時間に対応するが,早朝6時から引き受け,午後6時に母親が

迎えに来る｡
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なってから大きく発展する｡

年表にあるように,託児所には給食センターが新設され,給食を行うようになったこともあ

り,100人以上の幼児が集まった｡スタッフは保母,炊事係,出納係を含め20人近くになった｡

母親の負担は, 1月3ドンの副食代のみであった｡当時の3ドンは概算で100円ほどと思われ

る｡ 保母やその他のスタッフの人件費,児童の米代,他の諸費用はすべて合作社が負担 した｡

このように,女性が農村の1)-ダーシップの一翼を担うようになると,女性の要望や女性保

護の観点が実際の政策にも反映されてくるようになる｡生産隊レベルでは,一貫して男性が生

産隊長となるなど,依然として男性が合作社の要職の多数を占めるという点からすれば,合作

社は伝統的な権力構造を引きずっていたといえる｡ しかし,託児所運営や標準口糧による報酬

の平準化など,母子家庭保護のシステムが作られた結果,女性労働は合作社経営を支える基盤

となったといえるだろう｡

ⅠⅠ 家族請負経営時代 (1980-88年)

Ⅰト1 ｢生産物請負制｣導入とその運用

ベ トナム戦争終結後,集団農業システムを全国化しようと試みていた党 ･中央が押 し進めた

北部農村における合作社の大規模化は,結局ほんの数年で頓挫 した [白石 1996]｡ 党中央は

1981年に ｢100号指示｣を出し,｢生産物請負｣制度を施行した｡この新制度の正式名称は ｢労

働グループおよび個人-の最終生産物請負制｣[NhanDan2111-1981]とあるように,｢家族

世帯｣とは明記されていないが,実質的には ｢世帯請負制｣｢土地請負制｣と呼ばれるように,
合作社の土地を ｢暫定的に｣社員戸すなわち ｢家族世帯｣に分配した｡ つまり,新システムで

は ｢家族世帯｣が生産隊に代わって直接土地を請け負い,標準生産量を請け負う形態が適用さ

れた｡さらに,｢家族世帯｣は標準生産量を超過する余剰分を全て自由に処分することができた｡

この制度の政策的ねらいは,直接農民にインセンティブを与えて,農業生産の増大と合作社の

経営強化を図ることにあった｡

1978年にチャンハ合作杜が隣村の ドンキ合作社と統合した ドンクアン全社合作社は2年で崩

壊 し,元の規模に戻ると同時に,チャンハ合作杜では1980年の夏秋米期からこの請負制が導入

された｡｢家族世帯｣の請負地は,｢主労働｣者一人につき1サオ半 (540平方メー トル),｢補

助労働｣者一人につき1サオ (360平方メートル)が分配された｡

労働形態に関しては,｢家族世帯｣は請負地での移植,草取り,収穫の3作業に責任をもち,

それ以外の水利,耕起,施肥,育苗,種籾管理の5部門の作業はこれまで通 り合作社が責任を

もった｡チャンハ合作杜では,｢家族世帯｣が担当する3つの作業を一律に1期 1サオ (360平

方メートル)当たり15コンとし,個人の労働評価の対象外とし,それ以外の作業は従来通 り協
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同労働によって進められた｡このように,新システムの適用によって,農作業は従来の合作社

主導による協同労働と ｢家族世帯｣労働によって構成されるようになった｡

新システムが余剰分の自由処分を認めたことにより,どの ｢家族世帯｣も標準生産量を大幅

に超過し,農業収入を平均30-40%ほど増加させた｡労働点数に応じて分配される報酬システ

ムは形式的には変化していないが,実際の分配方法は大きく変化した｡すなわち,従来のよう

に期末ごとに合作社から労働報酬を一方的に受け取るのではなく,｢家族世帯｣は請負地での

標準生産量から自身の労働点数分の粗糧を差し引き,残りを合作社に返却するのである｡ 反対

に労働点数分の粗程が請負地での標準生産量を超過すれば,その分を合作社から受け取ること

ができた｡従来のシステムと異なるのは,｢家族世帯｣が余剰分を入手したため,世帯間の食

糧平準化システムとしての標準口糧がほとんど意味をもたなくなったことである｡

｢生産物請負制｣は80年代半ば頃から党中央の思惑から大きくずれ,必ずしも合作社の経営

強化に結びつかなかったようである｡ 何故なら,労働点数制が形骸化し,合作社の管理機構が

腐敗化を進めたからである｡管理費などの ｢間接労働｣部分の労働点数は以前の5倍以上に膨

らんだため,16)労働点数の価値が低下し,農民の生産意欲を減退させた｡ 1コン当たりの粗

量は,以前には1キロを下回ることはなかったが,0.8キロまで下り, 1コンの価値が半分近

くまで減少してしまった｡1985年には,チャンハ合作社幹部の横領事件が明るみに出て,会計

長は共産党の党籍を剥奪された上免職となり,党支部長は懲戒処分を受けた｡また,合作社幹

部が特権を利用して私利私欲を図るといった行為が頻発した｡たとえば,合作社管理の豚肉の

配給にあたって,主任や各生産隊の隊長などの幹部には良質な豚肉が優先的に配給され,幹部

にコネのない世帯には脂身だけが配給されたり,籾の分配の際に幹部にはよく乾燥した良質の

楓が渡されるが,受け取 りにい くのが少 しでも遅れた世帯には生乾きの悪い米が渡されると

いったことが あったようだ｡

Ⅰト2 家族請負制の下での女性労働

生産物請負制が ｢家族世帯｣に一括して請け負わせた田植え,草取り,収穫の3つの作業は,

従来 ｢労力はいるが,単純な作業｣とみなされたもの,つまり,主に女性の労働であった｡換

言すれば,新システムは女性労働を家族労働に転換 し,協同労働から女性労働を解放したとい

える｡ しかし,女性労働の協同労働からの解放は,すでに70年代半ばから ｢区割り請負｣と呼

ばれる労働形態で段階的に進行していた｡これは,一種の ｢仕事請負｣ではあるが協同労働に

よるのではなく,一定の面積について一定の作業を終えれば時間に関係なく一定の労働点数が

16)チャンハ合作社の収支決算によると,1972年の間接労働点数は年間4,000コン,1975年には6,000コ

ンであったが,1982年の家族請負時代には72年の5.5倍もの22,000コンに膨れ上がっていた [Hg･p
tacx畠TrangH争1972;Phdngn6ngnghiephuyenTienSo･n1975;1982]｡
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与えられるというものであった｡この請負形態が適用されたのが,田植え,草取 りなどの女性

が担当する作業だったのである｡ つまり,女性労働はすでに集団農業時代の後半から合作社か

ら離れ始め,個人の裁量が保障されていた｡

協同農業労働から解放 された女性の一部は,合作社の手工業部門の生産に当たったが ,17)

大半は1970年代後半から密かに行われていた廃品サンダル交換業や行商などの小商売に従事す

るようになった｡というのも,合作社が運営する手工業部門は,多くの労働力を吸収できない

上に,フルタイム就業のため,複数の家事労働者が確保できる世帯でなければ,事実上不可能

であった｡それに対 し,廃品サンダル交換業はいわば自営業で,自身の都合に合わせて働ける

だけでなく市場価値が高 く,現金収入としての意味は大きかった｡合作社の手工業部門が東欧

などの主な輸出先を失い,解散に追い込まれた85年頃から一気に,廃品サンダル交換業に転換

する女性が増加 した｡

女性が商売に出るのは農閑期であったが,生産物請負制の導入によってこれまで潜在労働力

にとどまっていた年少者や老人もが農作業に動員された結果,彼女たちが商売に出る一日の時

間も日数も大幅に増加 した｡農業以外に選択の幅が広がったことは,彼女たちの労働意欲を刺

激した｡時間のやりくりに長けていた女性たちにとって,非合理的な合作社協同労働から解放

された意味は大きかった｡

｢家族世帯｣が自由に処分できる余剰粗量とサンダル交換業から得られる現金収入は合作社

から分配される ｢労働点数｣分の報酬を大きく上回った｡.表4の トゥの世帯収入をみると,労

働点数に応 じた収入 (B)は集団経営時代 より少なくなったが,余剰分を加えた世帯の粗収入

(B+D)は344キロとなり,合作社への返却分が請負地での総生産量の半分を占めても以前よ

り収入は多くなる｡ さらに,彼女は廃品サンダル回収を始め,半月ほどの就労で公務員の月給

に相当する一月30ドンの現金収入を得ている｡つまり,余剰粗と農外収入の安定的な確保が ｢家

族世帯｣の家計を合作社経済から独立させ始めたといえる｡村の女性たちの経済基盤が合作社

表4 家族請負時代の ｢家族世帯｣収入の事例 (1982年冬春末期:)

世帯主名 労働点数 Aに基づく報酬 請負地の生産量 合作杜-の返却 余剰分 現金収入(商売)
A B C C-B D E

トゥ 120 144 480 336 200 180

注 :1980年の土地分配の際,トゥの世帯は4人 (子どもが1人増加)であったため,4サオ 2シャクを

請け負った｡この請負地での標準生産量は480キロであったが,実際は30%以上の余剰収穫をあげた｡

この期の1コン当たりの価値は1.2キロであったC

トウの労働点数の内訳は,請負地での労働点数60コンの他,竹細工のれんなどの手工業生産からの
60コンである｡

17)1982年の合作社収支によると,女性が生産する手工業製品は,竹細工のれん,マット,刺繍クロス
など東欧輸出向けの産品が主であった｡
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労働から市場での商売に移行する過程は,チャンハ合作社の経済機能がチャンリエット村にお

いてその経済的プレゼンスを低下させる過程に一致する｡

1980年代のチャンリエット村では,女性は協同労働から解放された一方,合作社の経営中枢

からの排除が徐々に進行した結果,女性の社会的地位が低下した｡80年代以降女性は合作社幹

部にまったく選出されていない｡この時期は,労働点数を乱発したり,汚職によって儲けよう

とする合作社幹部に対する女性たちの不満が馨積し,彼女たちをさらに合作社から遠ざけた時

代といえるだろう｡

Ⅰト3 合作社による託児所運営の困難

土地を農家が手に入れ,女性労働が合作社から解放されたことによる労働力の配置転換は,

結果的に託児所のサービス低下を引き起こした｡家族請負制導入以前の保母は最低 5年以上,

つまり長年にわたって保育事業に従事し,中には国家から表彰され,報奨金を贈られる人々も

いた｡しかし,80年以降ベテランの年配保母は強制的に辞めさせられた｡資格のない年配保母

に代わって保母に採用されたのは,村の補習クラスで教養と専門を身につけた20歳代後半から

30歳代半ばまでの中卒の中年女性たちであった｡18)

当初の幹部の狙いは,保母の専門化により託児所運営を強化するということであった｡とこ

ろが,幹部の思惑をよそに,彼女たちの勤務期間は最短では6カ月,長 くて1-2年でやめて

いくようになった｡ なぜなら,合作社の保母よりも商売の方が,はるかに収入がよかったから

である｡ 保母の報酬は,従来通り合作社の公益基金から現物 (級)で支給されていたが,労働

点数の価値が低下したため,実質的な収入は大きく目減りした｡また,フルタイム就業で休日

も少なかったため,廃品回収などの副業と掛け持ちすることは不可能であった｡その結果,安

定的に保母を確保することが困難になった｡また,1983年に給食が廃止されるなど,80年代半

ばまでに託児所のサービスは縮小傾向にあった｡

1985年に幹部の汚職問題が明るみに出て,合作社の生産システムが大きな矛盾を露呈した頃

には,合作社の社会事業も衰退し,託児所運営は困難に陥っていた｡託児所が完全に解体した

のは1989年であるが,実質的にはその数年前に事実上解散していた｡託児所の解体理由の一つ

は,合作社の財政難にあった｡特に,合作社内の間接労働に対する労働点数の肥大化は,合作

社経営を逼迫させ,公益基金など,村全体に使う財源の削減につながったのである｡

しかしより重要な問題は,女性労働を保障する社会機能としての託児所経営そのものの存在

理由が失われたことにある｡ 兼業の発展により頻繁に外に出ることの多くなった母親にとっ

て,固定的な託児所の託児時間は,生活のサイクルにあわなくなった｡その結果,働 く母親た

18)補習クラスの専任教師として若い保母の教育に努めたのが,先の女性副主任の夫であった｡彼は,
それ以前遠隔地で20年ちかく教師を務めていた｡
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ちは託児時間に柔軟性のある民間の女性に子供を預けることを選択するようになった｡このよ

うな民間の ｢個人｣託児サービスは85年ごろから登場 し,その後村全体に拡大していったもの

で,かつて託児所で保母経験のある年配の女性たちが,託児料をうけとって自宅で面倒をみる

ようになった｡

ⅠⅠⅠ 家族自主経営時代 (1988年以降)

ⅠⅠト1 集団的生産システムの廃止と家族自主経営

1988年のベ トナム共産党政治局10号決議によって,農業経営の主体が合作杜から｢家族世帯｣

-と移行 した｡それまで ｢暫定的に｣各世帯が請負っていた合作社の共有地は,公益基金用の

僅かな保留分を残して全て ｢家族世帯｣に均等に再分配された [岩井 1996:87-98]｡そして,

1992年の再調整の際に,｢長期専有権証明書｣が各 ｢農家世帯｣に交付され,翌年には ｢土地法｣

が制定されたことで,土地の ｢専有｣が法的に保障された｡しかし,実際には1980年の暫定的

土地分配の後に基本的には土地再調整が行われず,1988年の再分配は基本的にそれを継承した

ものであったため,農民の意識の上では家族請負時代から土地は ｢請負う｣ものではなくなっ

ていたことは確かである｡

一方で,｢10号請負制｣と呼ばれるシステム改革は,社会主義生産システムの根幹であった

労働点数制度を廃止し,生産 ･報酬分配システムを一変させた｡チャンハ合作社も ｢10号請負

制｣に従い,合作杜が責任を持つのは,個人で管理するより共同管理の方が効率的であるとさ

れる水利サービスと種粗管理の作業に限られるなど,農業経営に関する機能を大幅に縮小させ

たO耕起 ･整地や施肥 ･農薬散布,育苗は ｢家族世帯｣の経営管理に任された [NhanDan

12-4-1988]｡

このように労働点数制が廃止され,経営権が ｢家族世帯｣に全面的に移譲されると,合作社

と ｢家族世帯｣は生産経営者と労働提供者という関係から,サービスの提供者と受給者という

関係へと変わった｡｢家族世帯｣は毎期末に農地使用税とともに合作社のサービス費 ･管理費

などから成る ｢規定料金｣を納めるだけで,専有地で生産する農産物は全て自身の農業収入と

なった｡チャンハ合作杜の ｢規定料金｣は,88年に標準生産量の23%であったが,徐々に引き

下げられ1994年には17%になった｡ 合作杜は,農業生産活動には介入せず,｢家族世帯｣から

徴収した ｢規定料金｣から自身の活動資金を調達した｡

一方,自主経営に移行すると ｢家族世帯｣は農作業にかかる諸費用を全て自前で調達しなけ

ればならない｡80年代後半には,肥料や殺虫剤を販売する民間の業者が村に登場した｡耕超は

専門の農家に水牛の肇入れを頼み,報酬は粗で支払う｡ この水牛は,合作社の共有財産であっ

たが,1980年代半ばに耕起を担当してきた農家に払い下げられたものである｡ その他,精米,
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脱穀なども現金で支払う｡ このように,｢家族世帯｣は全ての農業支出に責任を持たなければ

ならなくなったが,中でも現金支出が大幅に増大した｡

ⅠⅠト2 家族自主経営の下での女性労働

自主経営に移行した ｢家族世帯｣の農作業は,専門の農家に委託される耕起以外は全て家族

労働力で構成されたが,1990年代に入るとかつて女性が担当していた田植え,収穫そして草取

りの3作業までもが近隣の村から集まってくる女性たちの貸金労働に依存するようになったた

め,農業における現金支出はさらに増大した｡しかし,村の女性たちにとっては,狭い ｢専有

地｣での耕作は人手を雇ってでも早く切 り上げ,実質的な農業時間を大幅に短縮させ,安定し

た現金収入を得るために農外就労に大半の時間を割 り振 りたいという意向が強い｡

このような兼業農家の農外収入の多数を占めるのが,20世紀初頭からの伝統的な地場産業で

ある廃品回収業である｡1994年の筆者が行った世帯調査によれば,62%の世帯が廃品回収に従

事 している (図2)｡チャンリエット村の廃品回収業はプラスチックサンダルと鉄 ･鋼製品な

どの金属類に分類できるが,プラスチックサンダルの回収業者の約8割が女性である｡ 一方,

金属類廃品回収業者は,夫婦で従事する世帯がほとんどで,女性単独の業者は一例もない｡金

属類廃品回収業は販売ルートや価格が不安定なため,儲けは大きいがリスクも大きく,一定の

資本を必要とするが,サンダル廃品回収業は一部の卸業を除けば一切資本を必要とせず,販売

ルートも近隣の農村地域であるため,自分自身の都合に合わせて従事することが可能だからで

ある｡19)

図2 ソムボン内兼業農家 (給与世帯除く)副業就労比率

注 :ボンは,チャンリエット村の5つのソム (地縁組織)の内のひとつである｡
廃品回収業以外の商売は,主に中国製品の運搬業である｡チャンリエット村は

周辺村落同様,中国国境で中国物資を購入し,ハノイなどの都市で販売する業
者が多い｡
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そのような性格から,サンダル廃品回収業の主な担い手になったのが早くから合作社労働か

ら解放された女性たちである｡もちろん夫婦で商売に出る世帯もあるが,夫が水牛の飼育やブ

ロイラー養鶏業,また畑作などに従事していたり,教員などの公務員である一方,妻が農作業

をしながら商売にでるといった事例が少なくない｡

このように女性の現金獲得活動は極めて活発で,平均すると一人当たり約30万 ドンを稼いで

おり,世帯当たりにすれば月50万 ドン (5,000円程度)の収入になる｡ 筆者のインタビューに

よると,日常の生活費や子供の養育費などの支出は妻の収入から,耐久消費財の購入や,家の

新築,また営業資金など臨時の多額な支出は夫の収入からといった分化が進んでいる｡ チャン

リエット村全体の世帯収入状況を見ると,農業収入と農外収入の割合は3対 5であり [岩井

1996:98-100],明らかに ｢家族世帯｣の家計は農外収入に大きく依存していることがわかる｡

ⅠⅠト3 託児所の解体と ｢個人｣サービスの登場

合作社の託児所は1989年に正式に解体したが,前述 したように事実上は1985年頃から機能停

止していた｡一方,村内では急速に ｢個人｣託児サービスが需要を伸ばした｡つまり,合作社

の社会機能が低下し,母親たちの託児要求に応えられなくなった後,その期待は ｢個人｣託児

サービスが引き継ぐ形で決着した｡

筆者が行った世帯調査によれば,チャンリエッ下村には12人の保母がおり,年齢は50歳以上

で,経験が豊富で母親たちから信頼されている｡託児数は様々だが,最も多いのは2-3人で,

一人の子どもにつき月10万 ドンの託児料をうけとって自宅で面倒をみている｡ 託児時間は,母

親の仕事の都合に合わせてかなり柔軟性がある｡ 農繁期や遠方での商売など,早朝から家を離

れる場合は朝 6時から九一日託児するが,廃品サンダル交換の場合は朝10時 くらいから夕方 6

時まで託児する｡それぞれの保母の収入は一月20-30万 ドン程で,村の女性の商売からの現金

収入とほぼ同額である｡

母親からすれば,自分自身の 1カ月の稼ぎの約 3分の 1に相当する高額の託児科ではあるが,

自身の現金収入から捻出する他はない｡何故なら,チャンリエット村では50-60歳代の年配女

性もほとんど商売に出るため,孫の面倒を見る時間的余裕がないからである｡ これはチャンリ

エット村のような商業相の特徴であろうが,村の年配者たちは独立家計を営み,老後も食費に

充てるために現金収入を稼がなければならない｡そのため,若い母親たちも有料の民間サービ

スを利用せざるをえないのである｡

19)サンダル廃品回収業は村の中で分業が進んでいる｡村内には,ハノイのサンダル工場から新製品を

仕入れる少数の卸業者 と,それを近隣の村や市場で販売する多数の小売 り業者がいる｡小売 り業者

は同時に,廃品サンダルを回収 し,卸業者に売却する｡卸業者は,新製品を仕入れる際に, 廃品サ

ンダルを工場に売却する｡
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それでも現在の状況を,どの女性も一様にプラスに評価 している｡ 現時点で農外収入は村の

｢家族世帯｣の生活を大きく左右するものとなっている｡ 確かに高い託児料は母親にとって大

きな負担となっているが,託児サービスを引き受けているのも村の年配の女性たちであり,託

児サービスの民営化は彼女たちに雇用の場を提供しているのである｡

結論および今後の課題

本論考は,集団化時代から家族請負時代にかけての当該合作社の世帯台帳などが当時の管理

担当者により焼却されていたため,主として当時の関係者および農民へのインタビューにもと

づいてまとめられたものである｡ したがって,そのことに由来する分析の不十分さを免れえな

いが,少なくともこれまでの検討から次のように結論できよう｡

まず第一に,合作社の生産システムの変化に女性労働がどのように関わってきたのかという

問題であるが,集団農業時代には ｢家族世帯｣労働時間の85%が合作社の生産システムに拘束

されていたが,その中でも女性労働の投入量は極めて多かった｡女性は男性と同量の労働点数

を稼ぎ,合作社の生産システムを支えると同時に自身の世帯の家計を支えた｡一方,合作社は

標準口糧を毎期設定し,世帯間の均等な食糧バランスを保つための食糧分配システムを形成し

た｡このような生産 ･分配システムが維持された背景として,多くの研究が指摘するようにベ

トナム戦争による壮年男性労働力の絶対的欠如がある｡1980年から始まった生産物請負制は,

ベ トナム戦争後復員した男性労働力を合作社内で再調整し,弛緩したシステムを立て直して農

業生産の増大を図ろうとするものであった｡新システムは,合作社の土地を ｢家族世帯｣に分

配し,従来の女性の協同労働による作業を ｢家族世帯｣に請け負わせ,一律の労働点数を与え

た｡労働点数による生産 ･分配システムは堅持されたものの,合作社の生産システムから女性

労働が解放されたことは,合作社経営に大きな転機をもたらした｡なぜなら,村の女性たちが

農外経済活動に参加することによって ｢家族世帯｣の家計に占める農外収入が合作社からの労

働点数に応じた収入を大きく上回ったためである｡このように,家族請負時代に顕在化した政

策目的と実態の大きな乗離,つまり集団的生産システムと家族世帯経営の矛盾は整合されるこ

となく,結局集団的生産システムの解体という形で終息したのである｡

第二に,合作社の社会的機能である託児所の変化に女性労働がどのように関わったのかとい

う問題であるが,集団農業時代では,チャンリエット村の壮年男性の多くが出征 ･単身赴任す

る中で,村に残って農業生産の主力となった女性たちのために合作社は無償で託児所を撞供し,

彼女たちの家事労働を軽減する措置を講じた｡託児所の保母は年配の女性が担当し,彼女たち

の収入も労働点数に応じて合作社の公益基金から賄われていた｡このように,女性の年齢別分

業が合作社の枠内で形成されていたのである｡ しかし,生産物請負制の導入によって女性たち
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が協同労働から解放され,商売など農外活動に従事すると,託児所は大きな困難に直面する｡

何故なら,旧態依然の託児所時間が母親たちの労働形態の変化に対応できなかっただけでなく,

保母自身も合作杜から支給される低額の報酬よりも現金収入を求めて短期で辞めたために,保

母全体の質が低下し,託児所の存在意義がなくなったからである｡ 合作社による共同託児所は

形式的には1989年に解散 したが,80年代半ばには事実上解体している｡ それに代わって,時間

的な制約はないが高額の ｢個人｣託児サービスが登場してきたのである｡社会機能の民営化は,

その恩恵を受けてきた女性たちの労働加重という形で表れている｡ しかし,チャンリエット村

の場合収入の3分の1にもなる託児料を女性たちが支払ってでも預けるのは,農業や商売だけ

ではなく多くの家事をこなすためにより効果的な時間配分を彼女たち自身が求めているからで

あろう｡

以上のように合作社の経済機能と社会機能の変化に対する女性労働の関わりを考察すると,

家族請負時代におけるチャンリエット村の廃品回収業の復活は,他の農業専業村と比べて,集

団的生産システムの解体に至る村の社会変容の過程をより鮮明に表出させたように思われる｡

なぜなら,合作社の生産システムからの女性労働の解放が,結果的にチャンリエット村の合作

社離れを引き起こした重要な要因として捉えられるからである｡

さらに,生産システムの変化と女性の社会進出や政治参加との関連を考えると,60年代から

70年代前半にかけては,合作社の主任,副主任などを歴任する女性幹部が複数登場し,村で党

員になる女性も増加するが,ベ トナム戟争終結以降はみられなくなる｡ つまり,女性労働が合

作社から解放され,合作社内労働の主力ではなくなると,女性は商売など経済活動に関心が向

き,政治参加は極めて希になってくる｡ したがって制度的変化は大勢として女性の価値観を変

え政治意識を高めるまでにはいたらなかったといえるのではないだろうか｡この点は,今後の

研究課題として別の機会に譲 りたい｡

今後の課題は,社会変容過程を別の角度から検討することである｡まず,一つは ｢家族世帯｣

の負債問題である｡本論考でも述べてきたように,家族請負時代は ｢家族世帯｣の合作社経済

からの相対的自立の過程と捉えられるが,逆に言えば ｢家族世帯｣が合作社の社会経済的保護

を解かれていく過程でもある｡｢家族世帯｣の合作社への負債の発生原因や合作杜の対応など

を考察し,合作杜と ｢家族世帯｣の関係を明らかにしたい｡もう一つは,合作社と国家との関

係の検討を加え,農民と国家の間に位置づいた合作社組織とは何であったのかを考察すること

である｡

最後に,紅河デルタ内の他の地域における生産システムの変化による村落社会の変容を考察

し,チャンリエット村の事例との比較検討を行うことも残された課題である｡ チャンリエット

村の場合は,女性の農外経済活動が一つの大きな転機となったが,このようなシステムの変化

が及ぼした影響は地域によりその表れ方が異なってくると思われる｡ その差異を詳細に検討し
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比較することによって,紅河デルタ村落のそれぞれの共通性と特殊性を考察する必要があろう｡
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tdch6an6ngnghゆ dViêtNam,bienso苧ndovi印 khoahoexah6iVietNan,tr･33-1061HaNbi:Nha
xua'tb丘nkhoahocxah6i.

LeHuyPhan.1984.Banthemvlekhoansamph如1Vakinhte′giadinhtrongnbngnghiep.Nghienc加 kinh

te-I(5):44151.

LeThiNhamTuyeL1978.WomeninVietnam.Hanoi:ForeignLanguagesPublishingHouse_

三尾忠志.1970.｢北ベ トナムの農業問題 (-)- 集団所有制の弛緩に悩む農業生産合作社｣『共産圏問
題』14(9):1-24.

.1972.｢北ベ トナムにおける農業労働生産性の問題 (Ⅰ)(Ⅱ)｣『共産圏問題』16(9):1-28;
16(10):1-35.

.1973.｢北ベ トナム農民の生活条件 (Ⅰ)(Ⅱ)｣『共産圏問題』17(10):19-35;17(ll):2ト46.
村野 勉.1984. ｢ベ トナムの社会主義農業制度｣『インドシナ三国の国家建設の構図』木村暫三郎(編),
57-93ページ所収.東京 :アジア経済研究所.

544



岩井 :ベ トナム北部農村における社会変容 と女性労働

.1987. ｢ベ トナム農業における生産物請負制- その仕組み と実態｣『アジア トレンド』4:
63-80.

- ---.1989.｢動 き.Ltけ 農業 『刷新』- 1画期的な政治局決議｣『アジア トレンド』1:24-32.
NguyさnHuy.1983.Vもm6'iliLlnhe,gitl,akinhte't牟pthさ,aklnhte-glaJinhxa～-ien,NghteA7tCれ kinhtL3

(3):17-23.

NguyさnThiChau.1965.Md,)Ikt'nh Hghle-川 t,盲C6"gtdcPhtt"1-t･trOllgCliltia'nqud711jT,〃押 tdcxa-1伽 g

71ghle-p･HaN91:NhaxualtbanphtlnO,･

NguyさnVanChinh.1997.BieJnJ6ikinhte'-Xahbi～-ava'nJtdiehuye'nlaod6ngn6ngthan-dbthi(ymiさn

BacVietNam.Xa～HqAiH?((2):25-38.

NguyenXuanLai.1977.ViehZameSt,Studies5lIAgrtculturalProblemsVol.5-TheMaltagenWnlofCoopt,γatives･

NhanDan,21-1-1981.1ト1211987､12-4-1988.

Parish.William:andWhyte,Martin.1978.l′′illageandFamil再nColltemf,orar_vChina.Chicago:Universityof

ChicagoPress.

PhamCuong:andNguyenVanBa.1976.RellOlutiolliHtheI/llLageNam H抑g1945-1975.HanoiニForelgn

LanguagesPublishlngHouse.

PhbngnbngnghiephuyenTienSo,n･1975T∂癌 hP･PPhlL･0りIgCi" (ht/"hthZi'Hldm1975.

- - .1982.To毎 hopI,hu･071gdnchl'nhthttrndm1982.

白石昌也.1996.『ベ トナム-- 革命と建設のはざま』東京 :東京大学出版会.

ステ イシー ･∫.1990.『フェ ミニ ズムは中国をどう見るか』秋山洋子 (訳上 束京 :勤葦書房. (原著

Stacey,Judith,PatriarchyandSoctalislRel,OLlttio71illChma .Berkley:UniversityofCalif()rniaPress.

1983)

TramThiVanAnh:andLeNg()cChung.1997.日'onwna71dDm M(Jlinl'lCtnam.HaNoi:WomanPublishing

House.

VbManhLo,i.1991.KhAcbletnannd.tronggiaJinhn6ngth6n離)ngbangBacb6.TrongNhZiりlgnghieAll
cli･u xahoAiho(I1,盲gla(7Ltllh tTie7_Van,ehhbiendoVien.xah6ihocvatru･6.ngi)aihoeGothenburg
Thuyi)ien.tr,141-164.HaN6i:Nhaxua'tbAnkhoahoe xahal.

White.ChristineP.1988.SoclalistTransformationofAgrlCultureandGenderRelations:VietnameseCase.

InSociologJIOfLLDet･eLoPingSo(ieties'-Southeast!'1sul.editedbyJohnG.TaylorandAndrewTurton,pp･

165-176.London:MacmillanEdueatir)∩.

吉沢 南.1987.『個 と共同性一- アジアの社会主義』東京 :東京大学出版会.

545


